
3-10

H27 H28 H29 H30 R1

1 15回 15回 15回 15回 15回 12回 15回 15回

2

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 社会教育課（社会教育担当）

事務事業名 青少年相談室管理運営経費 事業番号 185

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 青少年の健全育成

施策目標 地域で青少年を育む環境が充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

児童・生徒、保護者、学校、地域住民

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

青少年の健全な育成を助長するため、関係する各機関及び団体との連絡・協調を図りながら、児
童・生徒の非行や不登校、いじめ、自殺などの悩みや苦しみなど、場面に応じて有効適切な指導、
助言を行う。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

不登校やいじめ、非行、学業、進路相談や家庭内での子育てなど、多岐にわたる相談内容に対し、
来室や電話での相談はもちろんのこと、学校、関係機関へ訪問しての相談活動により、青少年や保
護者等が抱える悩みや不安の解消に重要な役割を果たしている。

３　事務事業の現状

実績値

年間街頭補導活動実施回数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

3,524 3,366 1,066

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 6 6

一般財源 3,518 3,360 1,066

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 4,832 4,674 2,374

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 403 390

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） － －



■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　青少年自身や保護者が抱える悩み等の相談業務が主体であり、その目的及び効果を勘案する
と、統合し得る類似した事業がない。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

家庭、学校及び関係機関と連携し青少年健全育成を推進しており、また、公的機関が実施する相談
業務等について、受益者負担を課することは馴染まないことから、公費で実施することが適切である
と考える。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

　近年、各家庭において急速に普及したにSNS関連に起因する生活習慣の乱れや、個人情報の漏
洩によるいじめ、不登校など、青少年問題を取り巻く環境はこれまでにも増して複雑多様化してお
り、そうした問題に対して柔軟かつ適切に対応できるよう、青少年健全育成に関する各種会議で情
報共有しながら取り組むとともに、家庭、地域、学校や関係機関との情報交換や連携強化を図って
いる。

今後の動向・市民ニーズなど
　青少年に関する問題等については、多岐にわたることから、専門的な知識・経験を持つ相談員が
常駐し、青少年自身や保護者が抱える悩みの解決に向け、各関係機関と連携を図り、次代を担う青
少年の健全育成を推し進めるためにも、青少年相談室の業務については、市民ニーズは高い。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 □検討中　　■見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

　相談の解決に向けて、保護者、学校、公共機関及び関係団体等との連携協力や情報交換などが
必要不可欠であるとともに、個人情報保護の観点から市が実施すべきと考える。

□ある　　□一部ある　　■ない

　いじめや不登校、学業不振などの問題等を解決するため、家庭、学校及び関係機関と連携しなが
ら相談や指導を行い、相談室が青少年や保護者の心のセーフティネットとして機能することにより、
青少年の健全育成が図られている。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　近年の急速な生活環境の変化により、青少年が抱える問題も複雑多様化していることから、本人、
家庭及び学校等に対して、その状況にあった適切な相談や指導が行える体制づくりを継続していく
ことが必要と考えている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　必要最小限の事業費で事業展開しており、今後においても状況に応じて効率的且つ効果的な事
業の実施を引き続き図っていきたいと考えている。

□ある　　□一部ある　　■ない



3-10

H27 H28 H29 H30 R1

1 4人 4人 3人 3人 4人 4人 10人 10人

2 101回 101回 101回 118回 134回 111回 110回 110回

3 4,589人 4,589人 4,331人 5,512人 5,810人 5,080人 5,000人 5,000人

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 社会教育課（社会教育担当）

事務事業名 放課後教室管理運営経費 事業番号 372

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 青少年の健全育成

施策目標 　地域で青少年を育む環境が充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

市内の児童

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　放課後教室等の設置・管理運営、留守家庭児童会及び登録児童会の運営並びに放課後子どもプ
ラン事業の実施により、学校や地域の協力を得ながら、放課後等における児童への遊びや生活の
場を提供するとともに、健全育成に必要な学習や活動の実施

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　保護者の就労や疾病、介護等により昼間家庭での養育を受けることができない児童をはじめ、す
べての児童が放課後等に安心・安全な居場所を確保できるほか、様々な体験活動や交流活動等を
通じ、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能となることから、自主性・社会性及び社会性の
向上と基本的な生活習慣の確立により、子どもの健全育成を図る。

３　事務事業の現状

実績値

地域ボランティア人数

放課後教室における実施事業数

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

放課後教室における実施事業参加
者数

R1予算 R1決算 R2予算

83,799 78,033 103,218

国道支出金 23,119 23,818 23,293

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 183 151 212

一般財源 60,497 54,064 79,713

894 842

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 20 18

人員（人工） 2.00 2.00 2.00

15,386 15,386 15,386

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 99,185 93,419 118,604

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 24,796 23,355

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）



イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

オ．

　少子化や核家族、地域の遊びの場の減少等により、子どもたちを取り巻く教育環境が変化してい
るなか、本事業は子どもたちの心身の健康増進や情操を豊かにし、また、保護者が安心して働ける
環境づくりにも寄与していることから、家庭と仕事の両立が必要な子育て世帯への支援につながっ
ている。

■可能　　□一部可能　　□不可能

　本事業は、放課後等における子どもたちの安心・安全な居場所づくりや健全育成を目的としてお
り、家庭をはじめ、学校や関係機関との連携が不可欠であるため外部委託は馴染まないが、他の地
域では外部委託を実施している自治体もあるなど、制度上では可能である。

□ある　　■一部ある　　□ない

　少子化により対象児童が減少する一方で、留守家庭児童会等の入会児童数や放課後教室等の
利用児童数が増加していることから、入会児童の定員、指導員の配置数及び活動スペースの確保
等について、適正な見直しが必要であると考えている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　留守家庭児童会等の入会児童数や放課後教室等を利用する児童数の増加に伴い、管理運営経
費も増加しており、コスト削減については難しいと考えられるが、今後においても創意工夫をもって効
率的かつ効果的な事業の実施を図っていきたい。

□ある　　□一部ある　　■ない

　放課後児童健全育成事業に関する事業と類似する事業がないことから、他の事業との統合は難し
いものであると考える。

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

他の事業との統合につい
て可能性がありますか

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

■現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

　留守家庭児童会等の入会児童及び支援を要する児童の利用増加により様々な課題が生じている
ことから、登録児童の定員や指導員の配置について適正化を図り、拡充や合理化等必要に応じた
対応をしているが、今後においても児童の利用状況等を見ながら、引き続き適正な対応を検討した
い。

今後の動向・市民ニーズなど
　子育て世帯の核家族化や共働き世帯、ひとり親世帯が増加しているほか、ワークライフバランスや
働き方改革等の推進により、子どもを持つ保護者からのニーズはさらに高まっていくことが予想さ
れ、留守家庭児童会等や放課後教室等の利用は、今後も増加すると考えられる。

５　事務事業の評価

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　□ない　　■既に負担がある

　放課後教室等で実施する行事の経費を一部負担いただいており、子ども・子育て支援事業計画の
基本理念に基づき、これ以上の負担は求めるべきではないと考える。



3-10

H27 H28 H29 H30 R1

1 484件 484件 483件 502件 471件 461件 500件 500件

2 105人 105人 79人 58人 38人 47人 110人 110人

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 社会教育課（社会教育担当）

事務事業名 子どもの社会教育参加促進事業 事業番号 12378

重点プロジェクト □該当　　■非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

１　施策体系

施策区分 青少年の健全育成

施策目標 地域で青少年を育む環境が充実したまち

２　事務事業の概要と目的
事務や事業が対象としている人
や団体など

幼児（３歳以上）、小学生

対象者の今後の予想 同程度

施策体系との関連

対　象

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

　市内の子どもたち（３歳以上の幼児及び小学生）を対象に、市内で開催される社会教育関係をはじ
めとした各種事業への参加や市内外の社会教育施設の見学を奨励し、子どもたちが学ぶ力や考え
る力、変化に対応した生き抜く力を伸ばし、豊かな人間性や社会性を身につけられるよう、本事業を
実施している。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

　各種社会教育関係事業の内容に応じて参加した子どもたちにポイントを付与し、一定のポイント数
により称号を授与することにより、社会教育関係事業等への参加促進が図られ、ひいては子どもた
ちが将来に向けて必要となる社会的自立や社会への積極的な参加が促進される。

３　事務事業の現状

実績値

わんぱくチャレンジ対象事業件数

わんぱくチャレンジ認定者（延べ人
数）

活動指標名
計画値
（H27）

目標値
（R2）

目標値
（R7）

R1予算 R1決算 R2予算

240 191 187

国道支出金

事業費　（＝下記内訳計）

内

訳

地方債

その他 240 191 187

一般財源 0 0 0

人員（人工） 0.17 0.17 0.17

1,308 1,308 1,308

総事業費　（＝事業費＋職員人件費） 1,548 1,499 1,495

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値） 3 3

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値） 33 32



□結びついている　　■一部結びついている　　□結びついていない

　本事業の目的及び効果を勘案すると、統合し得る類似事業がないと考えられる。

作成年月日 令和2年6月

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか 　本事業は、子どもたちの社会教育関係事業をはじめとした、様々な体験・学習活動等への参加促

進を目的としていることから、その性質上費用負担を求めることは望ましいものではないと考える。

４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直しの内容など

　少子化や人口減少の影響により子どもたちの減少や、SNS等の普及による直接他人とかかわらな
い「個」での活動が増えたことに伴い、本事業への参加者数も減少傾向にあるため、ポイント付与の
方法や魅力的な対象事業の掘り起こし、わんぱくチャレンジ認定者への対応方策、また、本事業が
目指している、子どもの社会参加の一層の促進について、見直しすべく検討中である。

今後の動向・市民ニーズなど
　本事業は、根室の将来を担う子どもたちが、人間性や社会性を育むうえで重要な体験活動や各種
施設見学等に積極的に参加する動機付けとなっており、また、そうした活動を通じて家庭だけでな
く、地域の方々とのコミュニケーションも図られていることから、市民ニーズは高いと考えられる。

５　事務事業の評価

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
■見直しのうえで継続　（□拡充　　■手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
□終期設定あり　（R　　年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

　公共機関や学校、地域団体など公共公益機関での連携協力が不可欠であり、外部委託等はなじ
まないと考えられる。

■ある　　□一部ある　　□ない

　スポーツ・文化・学習をはじめ、様々な体験活動に参加した子どもたちは、保育所、幼稚園及び小
学校の集会等で参加回数に応じた称号が授与されることから、本人はもとより、他の子どもたちの社
会教育事業への参加意欲の向上につながっており、一定程度の成果に結びついていると考えられ
る。

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□可能　　□一部可能　　■不可能

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　少子化や人口減少の影響により子どもたちの数が減少し、SNSの急速な普及により屋内にこもり
がちになっていることになっており、本事業への参加者数も減少傾向にあるが、効果的なPRや魅力
的な対象事業の掘り起こしなど、子どもたちの参加意識を高揚させ、参加率及び参加者数を高める
取り組みが必要と考えている。

□ある　　□一部ある　　■ない

　事業費を最大限に圧縮し予算編成をしていることから、これ以上のコスト削減は難しいものがある
が、状況に応じた効率的、かつ、効果的な事業の実施を検討しながら引き続き行って行きたい。

□ある　　□一部ある　　■ない
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H27 H28 H29 H30 R1

1 － － － － 14基 4基 18基 －

2 － － － － 0基 3基 6基 －

3

4

職員人件費　 （＝人員（人工）× 7,693 千円）

重点プロジェクト ■該当　　□非該当 評価時期
■中間
□事後

事務区分
■自治
□法定受託

別紙１　　　　　　　事務事業評価（中間評価）シート　【令和元年度】

主管課名（担当名） 社会教育課（社会教育担当）

事務事業名 子育て環境整備事業（児童小公園） 事業番号 12269

２　事務事業の概要と目的

対　象

事務や事業が対象としている人
や団体など

市内の子どもたち

対象者の今後の予想 同程度

１　施策体系

施策体系との関連
施策区分 青少年の健全育成

施策目標 地域で青少年を育む環境が充実したまち

目標値
（R2）

目標値
（R7）

児童小公園内の遊具の整備数（修
繕）

活動内容

（事業の概要や具体的な内
容、方法など）

市内各町会が管理・運営している児童小公園に設置した遊具について、修繕、撤去及び新設などの
整備を行い、子どもたちの安全な遊び場の確保を図る。

意　図

（どの様な成果を得ようとして
いるのか）

子どもたちの児童小公園の利用が促進し、屋外で遊ぶ子どもたちの心身の健全育成が図られるとと
もに、町会などと連携した地域による子育ても進むことから、地域コミュニティの活性化が図られる。

３　事務事業の現状

児童小公園内の遊具の整備数（新
設）

事業費　（＝下記内訳計）

R1予算 R1決算

活動指標名
計画値
（H27）

実績値

R2予算

国道支出金

地方債

総事業費　（＝事業費＋職員人件費）

一般財源

人員（人工）

内

訳 その他

単位コスト実績値　１　（＝総事業費÷成果実績値）

単位コスト実績値　２　（＝総事業費÷成果実績値）

※再掲（事業費は1-3で計上）



４　事務事業の見直し状況や行政課題など
　　（事前評価にかかげた課題について記入）

見直し状況 ■検討中　　□見直し・改善済み　　□見直しをしたが改善に至っていない　　□検討していない

見直しの内容など
　遊具の整備については、市内１３ヶ所の児童小公園に設置している遊具の中で、整備が必要なも
のから計画的に修繕等を行っているが、遊具の状態や公園の状況によっては整備の優先順位を変
更するなど、整備計画を見直す必要もあると考えている。

今後の動向・市民ニーズなど
　少子化や地域コミュニティの停滞が社会問題となっている中、地域に根ざした児童小公園の整備
は子どもたちに安全な遊びの場を提供するとともに、地域による子育てや地域コミュニティの活性化
につながることから、市民ニーズは高い。

ウ．
事業内容の中で、見直し
を行う必要はありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

　令和元年度現在では、市内１３ヶ所の児童小公園において、遊具を３４基設置しており、修繕が必
要なものから計画的に整備を行っているが、遊具の状態や公園の状況等によっては整備の優先順
位を一部変更する必要もあると考えている。

エ．
単位コストまたは事業費
を工夫できるアイデアは
ありますか

□ある　　■一部ある　　□ない

　各公園に設置している遊具について、日頃からの点検や状態把握の徹底及び効果的な小破修繕
等により、良好な状態を維持できることから、整備に係る費用の抑制が図られる。

５　事務事業の評価

ア．
意図する成果に有効に結
びついていますか

■結びついている　　□一部結びついている　　□結びついていない

　子どもたちが屋外で遊ぶ機会が減少している今日において、児童小公園整備は安心・安全な遊び
の場を提供し、子どもたちが屋外で健全に遊ぶきっかけづくりとなっている。

イ．
市以外がその事業に取り
組むことは可能ですか
（民間、ＮＰＯ等）

□可能　　□一部可能　　■不可能

　児童小公園に設置している遊具は市が維持管理しているため、市が実施すべきである。

６　事務事業の今後の方向性

今後の方向性

□現状のまま継続
□見直しのうえで継続　（□拡充　　□手段を見直す　　□効率化　　□簡素化　　□統合・振替）
■終期設定あり　（R４年度末終了予定）
□休止
□廃止
□完了

作成年月日 令和2年6月

オ．
他の事業との統合につい
て可能性がありますか

□ある　　□一部ある　　■ない

　本事業の目的及び効果を勘案すると、統合し得る類似した事業がない。

カ．
受益者に負担をいただく
（又は負担を見直す）可
能性はありますか

□ある　　□検討の必要性がある　　■ない　　□既に負担がある

　市が維持管理する遊具は、多くの市民が利用する公園に設置されており、当該遊具の設置目的や
性質上、費用負担を求めるべきではないと考える。


